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事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

①経営環境

　当連結会計年度における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の拡

大により、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が実施され、断続的に社会

経済活動が制限されたことに加え、ロシア・ウクライナ情勢の影響、円安に

よる輸入価格の上昇もあり、非常に厳しい１年間であったと同時に、今後の

経済情勢が今まで以上に不透明な状況となっております。

　当社を取巻く水産物卸売業界においては、同感染症拡大の影響により、外

食産業や業務筋の水産物需要の低迷、それに伴う高単価商材の売れ行き不

振、加えて原材料費・物流費などの上昇により水産物価格が上昇傾向にあ

り、厳しい業界環境が継続しております。

②決算概況

　このような状況のもと、当社グループは昨年来より引き続き、適正在庫に

よる販売の効率化、採算管理の徹底を継続するとともに、中期経営計画『Ｓ

Ｇ－２０２３』に基づく組織再編、加工機能の強化を推進してまいりまし

た。適正在庫による販売の効率化や採算管理の徹底につきましては、保管費

用の削減や、より採算を意識した販売に努めたことにより、販売コストの削

減に寄与しております。組織再編につきましては、後述の株式会社東市ロジ

スティクスの合併により、冷蔵倉庫相互の業務連携が行われ、一定の効果を

上げております。

　しかしながら同感染症拡大の影響は大きく、当社グループの売上高は、取

扱数量が前年同期と比べ減少しましたが平均単価の上昇などにより取扱金額

は増加、しかしながら仕入単価の上昇を一部販売に転嫁できませんでした。

その結果、「収益認識に関する会計基準」適用前68,912百万円、適用後

55,018百万円（前年同期売上高66,621百万円）となり、営業利益は141百万

円（前年同期営業利益132百万円）、経常利益は173百万円（前年同期経常利

益189百万円）となりました。加えて投資有価証券売却益等を特別利益に計

上したことにより、親会社株主に帰属する当期純利益は264百万円（前年同

期親会社株主に帰属する当期純利益518百万円）となりました。

　なお、期初に掲げた中期経営計画『ＳＧ－２０２３』の一環として業務効
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率化を目的に、株式会社東市ロジスティクスを存続会社とした株式会社東市

ロジスティクスと豊海東市冷蔵株式会社との合併を行っております。

　また、連結上の重要性が増したため、株式会社キタショクを連結の範囲に

含めております。

③部門別の状況

〔水産物卸売業〕

　売上高は「収益認識に関する会計基準」適用前67,591百万円、適用後

53,698百万円（前年同期は65,330百万円）、セグメント損失143百万円（前

年同期は164百万円のセグメント損失）となりました。

　生鮮水産物は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、飲食店の営業

自粛等により取扱数量は減少、平均単価が上がったこともあり取扱金額は増

加となりました。

　冷凍水産物は、冷マグロの輸入減少にともない取扱数量が減少、相場上昇

にともない取扱金額が増加となりました。

　加工水産物は、いくら、うなぎ蒲焼、煮タコなどの取扱数量が減少しまし

たが全体的には前年並み、販売価格の上昇により取扱金額が増加となりまし

た。

〔冷蔵倉庫業〕

　豊洲市場内の冷蔵庫では、緊急事態宣言等による飲食店の営業自粛等にあ

わせ、市場内の取引先の一部が営業休止するなど苦戦を強いられました。豊

海地区の冷蔵庫では、新型コロナウイルスの影響により輸入品は減少したも

のの、保管品の勧誘など積極的に展開し、売上は増加しました。しかし維持

費や管理費が増加したこともあり、売上高は1,166百万円（前年同期は1,135

百万円）、セグメント利益は201百万円（前年同期は208百万円のセグメント

利益）となりました。

〔不動産賃貸業〕

　売上高は、前年並みの154百万円（前年同期は155百万円）、セグメント利

益は83百万円（前年同期が87百万円のセグメント利益）となっています。
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区 分

第　　　 73　　　 期
2 0 2 1  年  ３  月  期

第　　　 74　　　 期
2 0 2 2  年  ３  月  期
（当連結会計年度）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

百万円 ％ 百万円 ％
水 産 物 卸 売 業 65,330 98.1 53,698 97.6

冷 蔵 倉 庫 業 1,135 1.7 1,166 2.1

不 動 産 賃 貸 業 155 0.2 154 0.3

合 計 66,621 100.0 55,018 100.0

（売上高明細）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第74期の期首

から適用しております。なお、「収益認識に関する会計基準」等を適用しない場合の水産

物卸売業の売上高は、67,591百万円、売上高合計は68,912百万円であります。

(2) 対処すべき課題

①会社の経営の基本方針

　当社は、卸売市場法に基づく東京都中央卸売市場の荷受会社として、“国

民の健康的な食生活への貢献”という社会的使命を果たしていくとともに、

集荷力・販売力の強化に努め、首都圏の一大消費地を抱える市場荷受として

の優位性を発揮しつつ、“旧来型の荷受会社から、広範な機能を有する水産

食品卸への転換”を図り、新たな価値創造によってステークホルダーの期待

に応えてまいります。

②中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

　当社グループは、2021年度（2022年3月期）から2023年度（2024年3月期）

までを対象期間とした中期経営計画『ＳＧ－２０２３（サステナブル　グロ

ウス2023）』（持続的な成長2023）を2021年５月に策定し、「水産食品卸と

してのプラットフォームを充実させ、持続的な成長を目指す」ことを基本コ

ンセプトに、水産食品卸として持続的な成長を続けるためのプラットフォー

ムを充実させる施策を実行するとともに、荷主様・メーカー様、仲卸様をは

じめとする買受人様との協業を基に、商流の深化と拡大を目標としておりま

す。

　本年の日本経済は、国内外の新型コロナウイルス感染症に起因する様々な

事象（緊急事態宣言、まん延防止等重点措置やワクチンの接種状況等）や、

ロシア・ウクライナ情勢の動向、急激な為替相場の変動などの影響により不

確実性を増しており、当社グループも引き続き厳しい経営環境が続くものと
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思われます。

　そのような中、当社グループは、中期経営計画『ＳＧ－２０２３』の行動

計画を継続しつつ、その最終目標2024年３月期に、売上高62,000百万円程

度、営業利益400百万円程度、経常利益400百万円程度、親会社株主に帰属す

る当期純利益350百万円程度、自己資本比率40％程度を目指し、配当につい

ては連結配当性向20～30％を目処に継続的安定的に実施できるよう取り組ん

でまいります。

株主各位におかれましては、こうした当社グループの経営施策や取組みに

対して、ご理解を賜りますとともに、今後とも引き続き変わらぬご支援を賜

りますようお願い申し上げます。

(3) 設備投資の状況

　当連結会計年度におきましては、特記すべき事項はありません。

(4) 資金調達の状況

　当連結会計年度におきましては、特記すべき事項はありません。
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区　　　　分
2018年度
第　71　期

2019年度
第　72　期

2020年度
第　73　期

2021年度
第　74　期

(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円） 76,808 71,658 66,621 55,018

経 常 利 益 (百万円） △40 △674 189 173

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円） △64 △690 518 264

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △28円60銭 △307円92銭 231円22銭 117円84銭

総 資 産 (百万円） 17,479 15,181 15,556 15,815

純 資 産 (百万円） 5,905 5,143 5,699 5,813

区　　　　分
2018年度
第　71　期

2019年度
第　72　期

2020年度
第　73　期

2021年度
第　74　期

(当期)

売 上 高 (百万円） 68,621 63,105 57,239 46,096

経 常 利 益 (百万円） 91 △534 159 58

当 期 純 利 益 (百万円） 73 △543 385 138

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 32円96銭 △242円21銭 171円68銭 61円61銭

総 資 産 (百万円） 16,626 14,507 14,573 14,847

純 資 産 (百万円） 5,945 5,336 5,756 5,749

(5) 直前三事業年度の財産及び損益の状況

①　当社グループの財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、発行済株
式総数より自己株式の数を除いて算出しております。

２. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月
16日）等を第71期の期首から適用しております。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第74期
の期首から適用しております。

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており、発行済株
式総数より自己株式の数を除いて算出しております。

２. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月
16日）等を第71期の期首から適用しております。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第74期
の期首から適用しております。
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会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

百万円 ％
㈱東市ロジスティクス 50 直接 100.0 冷 蔵 倉 庫 業

共 同 水 産 ㈱ 50 直接 100.0
水産物の加工・販
売、不動産の賃貸

㈱ キ タ シ ョ ク 50 直接 100.0 水産物の加工・販売

築 地 市 川 水 産 ㈱ 10 間接 100.0
生鮮加工水産物の販
売

(6) 重要な子会社の状況

(7) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

①　水産物卸売業 当社は生鮮加工水産物の委託買付販売を、共同水産㈱
及び㈱キタショクは生鮮、冷凍加工水産物の加工・販
売を、築地市川水産㈱は生鮮加工水産物の販売を、東
市築地水産貿易（上海）有限公司は中国向け水産物の
販売を行っております。

②　冷蔵倉庫業 ㈱東市ロジスティクスは冷蔵倉庫業を営んでおりま
す。

③　不動産賃貸業 当社及び共同水産㈱は所有する不動産の一部を当社グ
ループ会社及び外部に賃貸しております。

(8) 主要な営業所（2022年３月31日現在）

①　当社

本社 東京都江東区豊洲六丁目６番２号

府中営業所 東京都府中市矢崎町四丁目１番

②　子会社

㈱東市ロジスティクス　　　　　　　東京都江東区

共同水産㈱ 東京都江東区

築地市川水産㈱ 東京都江東区

㈱キタショク 北海道石狩市

東市築地水産貿易（上海）有限公司 中国上海市
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使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

水 産 物 卸 売 業 288名 ＋49名

冷 蔵 倉 庫 業 46 ＋２

不 動 産 賃 貸 業 － －

合 計 334 ＋51

使 用 人 数 前期末比増減

男 性 141名 △２名

女 性 25 △１

合 計 166 △３

(9) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

①　当社グループの使用人の状況

（注）連結の範囲の変更にともない、水産物卸売業に㈱キタショクの人数を加えております。

②　当社の使用人の状況

借 入 先 借 入 額

城 北 信 用 金 庫 1,887百万円

㈱ き ら ぼ し 銀 行 1,887

江 東 信 用 組 合 419

㈱ み ず ほ 銀 行 350

㈱ 三 井 住 友 銀 行 100

㈱ 三 菱 U F J 銀 行 100

(10) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
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①　発行可能株式総数 8,000,000株

②　発行済株式の総数 2,253,520株

③　株主数 3,990名(前期末比627名増）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

㈱ ベ ニ レ イ 262千株 11.76％

㈱ ヨ ン キ ュ ウ 220 9.88

東 洋 水 産 ㈱ 121 5.45

㈱ 海 　 昇 116 5.23

㈱ み ず ほ 銀 行 91 4.09

横 浜 丸 魚 ㈱ 67 3.00

横 浜 冷 凍 ㈱ 57 2.58

信 和 技 研 ㈱ 42 1.90

㈱ ウ ェ ク フ ー ズ 42 1.90

八 木 祐 輔 30 1.36

交付対象者 株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く。） 4,224株 ５名

社外取締役 － －

監査役 － －

２．会社の現況

(1) 会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

④　大株主

（注）１．持株比率は自己株式（23,626株）を控除して計算しております。

２．持株数は千株未満を切り捨てております。

３．持株比率は小数点第3位以下を切り捨てております。

　　⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

（注）上記の株式数は、すべて譲渡制限付株式報酬として交付された株式数であります。当社

は、当社の取締役（社外取締役を除く。）５名及び取締役を兼務しない執行役員６名に対

して、2021年６月29日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬として、新株式の発行

を行うことを決議し、同年7月28日に普通株式6,000株を発行しております。
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株式の種類及び数 当社普通株式　6,000株

発行価額 １株につき2,926円

発行総額 17,556,000円

株式の割当対象及びその人数
当社の取締役（社外取締役を除く。）及び取締役を兼

務しない執行役員　計11名

効力発生日 2021年７月28日

取得した株式の種類 当社普通株式

取得した株式の総数 20,000株

取得価額の総額 42,180,000円

取得日 2022年２月18日

取得方法
東京証券取引所 の 自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-３）による買付け

(2) その他株式に関する重要な事項

①　当社は、2021年６月29日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式

報酬として新株式を次のとおり発行しました。

②　当社は、2022年２月17日開催の取締役会において、経営環境の変化に対

応した機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得に

ついて決議し、以下のとおり取得いたしました。

(3) 会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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会社における地位及び担当及び重要な兼職の状況 氏 名

代表取締役社長 吉 田 　 猛

取 　 締 　 役 （常務執行役員営業部門長兼市場営業本部長） 村 山 弘 晃

取 　 締 　 役
（常務執行役員管理本部長
　兼コンプライアンス委員長）

大 竹 利 夫

取 　 締 　 役
（執行役員冷蔵事業本部長
　兼㈱東市ロジスティクス代表取締役社長）

関 均

取 　 締 　 役
（執行役員営業部門長補佐兼商品営業本部長
　兼㈱キタショク代表取締役社長）

菅 原 謙 二

取 　 締 　 役 石 川 　 誠

取 　 締 　 役 重 田 親 司

取 　 締 　 役 山 﨑 康 司

監 　 査 　 役 （常　　勤） 伊 藤 　 隆

監 　 査 　 役 室 谷 和 彦

監 　 査 　 役 長 沼 　 徹

(4) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役石川誠氏、取締役重田親司氏及び取締役山﨑康司氏は社外取締役であります。

２. 監査役室谷和彦氏及び監査役長沼徹氏は社外監査役であります。

３. 取締役石川誠氏、取締役重田親司氏、取締役山﨑康司氏、監査役室谷和彦氏及び監査

役長沼徹氏につきましては、㈱東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており

ます。

４. 監査役伊藤隆氏は当社総務部長、内部監査室長を歴任し、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。

５. 監査役室谷和彦氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

６. 監査役長沼徹氏は丸紅㈱総務部長、丸紅サービス㈱代表取締役社長、芙蓉観光㈱芙蓉

カントリー倶楽部代表取締役社長を歴任し、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
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地　位 担　　　当 氏　　名

常 務 執 行 役 員 営業部門長兼市場営業本部長 村 山 弘 晃

常 務 執 行 役 員 管理本部長兼コンプライアンス委員長 大 竹 利 夫

執 行 役 員
冷蔵事業本部長
兼㈱東市ロジスティクス代表取締役社長

関 均

執 行 役 員
執行役員営業部門長補佐兼商品営業本部長
兼㈱キタショク代表取締役社長 菅 原 謙 二

上 席 執 行 役 員
管理本部長補佐兼業務部長兼品質管理室、
経営企画チーム担当 林 　 勝 司

執 行 役 員 市場営業本部長補佐兼特種・活魚部長 櫛 田 裕 之

執 行 役 員 商品営業本部長補佐兼塩冷加工品部長 木　村　浩太郎

執 行 役 員 鮮魚部長 田 代 二 郎

執 行 役 員 販売促進部長 山 縣 伸 悦

執 行 役 員 冷蔵事業本部副本部長 本 田 眞 人

②　執行役員の氏名等（2022年３月31日現在）

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役石川誠氏、取締役重田親司氏、取締役山﨑康司氏、監査役
室谷和彦氏及び監査役長沼徹氏は、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額としており
ます。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員及び管理・監督の
立場にある従業員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定す
る役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
　保険料は当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はあ
りません。
　当該保険契約では、被保険者がその地位に基づいて行った不当な行為に
起因して、被保険者に対して損害賠償請求がなされた場合に、被保険者が
負担することとなる損害賠償金及び争訟費用等の損害を填補することとさ
れています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起
因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
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⑤　取締役及び監査役の報酬等

イ. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

　当社は、2021年５月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容に係る決定方針について、下記のロ．のとおりとする旨、

決議いたしました。

ロ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針

　当社は、「持続的な成長によりグループ全体の企業価値と株主価値の

増大を図るために樹立する、経営方針の実効をより確かなものとするた

め、取締役（社外取締役を除く。）と執行役員の報酬は、安定的な収益

性や長期的な視点を重視した規律あるものとする。」旨の報酬決定方針

を定めております。

　また、本方針に基づき、報酬基準額に会社業績評価と役位別に定めた

個人業績評価を反映させる仕組みの「役員報酬ガイドライン」を定めて

おります。

　当社は、取締役（社外取締役を除く。）の金銭報酬については、固定

報酬と業績連動報酬を区分して支給する方法は採用せず、役職ごとに決

めた基準報酬に業績評価（職位の高いものほど大きいウェイト＝プラス

30％～マイナス30％で連結実態純利益にリンクする仕組み）と個人評価

（プラス12％～マイナス12％、個別調整を加味）を反映させた報酬を、

毎月一定の時期に支給いたします。

　社外取締役、監査役の報酬については、業績に連動させない固定報酬

を、毎月一定の時期に支給いたします。

　取締役の個人別の金銭報酬の内容は、取締役会の決議による委任に基

づいて、代表取締役が決定することといたします。代表取締役による金

銭報酬の内容の決定は、上記の方針及び役員報酬ガイドラインに基づ

き、業績評価における実態純利益の評価方法、個人評価における個別調

整及び個別報酬の妥当性について審議する、社長、非常勤取締役（社外

取締役）等で構成された役員処遇委員会による検討を受けて、株主総会

で授権された範囲内で客観性と公正性を確保し適正に行われます。

　監査役の報酬の決定は株主総会で授権された範囲内で、法令に従い監

査役の協議にて、適正に行われます。

　当社は、取締役（社外取締役を除く。）に対する非金銭報酬等につい
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ては、持続的な企業価値向上との連動性を強化した報酬構成とするた

め、譲渡制限付株式（譲渡制限期間は３年から30年）を、取締役会が合

理的に定める時期に付与します。付与する株式の個数は、役位、職責、

在任年数、業績、株価、他社水準等を踏まえて取締役会において決定

し、取締役（社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式を付与する

ための報酬として株主総会で授権された範囲内で金銭債権を支給し、各

取締役は、その全部を現物出資財産として当社に払い込み、当社の普通

株式について発行又は処分を受けるものといたします。これにより発行

又は処分される当社の普通株式１株当たりの払込金額は、各取締役会決

議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終

値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終

値）を基礎として当該普通株式を引き受ける取締役に特に有利な金額と

ならない範囲において、取締役会において決定いたします。以上の当社

の普通株式の発行又は処分及びその現物出資財産としての金銭債権の支

給は、当社と各取締役との間で、譲渡制限付株式割当契約を締結するこ

とを条件といたします。

　取締役（社外取締役を除く。）の報酬の種類ごとの割合については、

役位、職責、他社水準等を踏まえて決定いたします。取締役（社外取締

役を除く。）の全報酬のうち非金銭報酬等の割合の目安は、10％前後と

いたします。

　当社は、役員退職慰労金制度は廃止しております。

ハ. 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うもの

であると取締役会が判断した理由

　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、役員処遇委員会が

決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会で

は決定方針に沿うものであると判断しております。
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区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

8名
(3)

110百万円
(16)

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3
(2)

16
(7)

合 計 11 127

ニ. 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

（注）１. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２. 取締役の報酬限度額は、1993年６月29日開催の第45回定時株主総会において月額20百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株

主総会終結時点の取締役の員数は15名であります。また、別枠で、2021年６月29日開

催の第73回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限

付株式の付与のための報酬は、年額35百万円以内と決議いただいております。

３. 監査役の報酬限度額は、1984年６月29日開催の第36回定時株主総会において月額３百

万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名で

あります。

４. 上記の支給額には、取締役（社外取締役を除く。）５名に対する譲渡制限付株式の付

与のための報酬に係る当事業年度中の費用計上額９百万円が含まれております。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　石川　誠 当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席いたしました。

公認会計士としての専門的見地から助言・提言を行うなど、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま

す。

取締役　重田親司 当事業年度に開催された取締役会18回の全てに出席いたしました｡

企業経営者としての知見・経験も踏まえた助言・提言を行うなど、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしてお

ります。

取締役　山﨑康司 2021年６月29日就任以降の当事業年度に開催された取締役会14回の全てに

出席いたしました｡

企業経営者としての知見・経験も踏まえた助言・提言を行うなど、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしてお

ります。

監査役　室谷和彦 当事業年度に開催された取締役会18回の全てに、また、監査役会15回の全

てに出席いたしました。

取締役会において、税理士としての専門的見地から取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監

査役会において、当社の経理システム並びに内部監査について適宜、必要

な助言・提言を行っております。

監査役　長沼　徹 当事業年度に開催された取締役会18回の内17回に、また、監査役会15回の

全てに出席いたしました。

取締役会において、企業経営者としての知見・経験も踏まえた意見を述べ

るなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提

言を行っております。また、監査役会において、当社の経理システム並び

に内部監査について適宜、必要な助言・提言を行っております。

⑥　社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

30百万円

(5) 会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人から提出された監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及

び報酬見積の算出根拠等が適切であるかについて必要な検証を行ったうえで、当事業

年度の会計監査人の報酬等の額は妥当と判断し、会社法第399条第１項の同意を行っ

ております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認めら

れる場合は、監査役会は、監査役全員の同意により解任いたします。この

場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に

おいて、解任の旨とその理由を報告いたします。

　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の

発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、監査役会

は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任とする議案の内容

を決定いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

－ 16 －



(6) 業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

　当社は、業務の適正を確保するための体制等を下記のとおり整備しており

ます。

　なお、当社子会社とは、当社が直接出資する連結子会社をいいます。

イ. 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

（１）コーポレート・ガバナンス

①取締役会は、法令、定款及び取締役会規程、その他の社内規程等に従

い、重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する。

②取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決

議及び社内規程に従い、担当業務を執行する。

③取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図

るため執行役員制を採用する。執行役員は、取締役会の決定の下、取

締役会及び代表取締役の委任に基づき、担当職務を執行する。

④監査役は監査役会規程及び監査役監査基準に則り、取締役会の職務執

行の適正化を監査する。

（２）コンプライアンス

①当社及び当社子会社は、コンプライアンス体制の根幹となる行動規範

を定め、取締役が、コンプライアンスの意識向上に努めるとともに、

すべての役職員がコンプライアンスを遵守・実践するよう周知徹底す

る。

②当社及び当社子会社は、コンプライアンスを推進するために、体制の

整備、コンプライアンスに係る基本方針及び諸施策の決定等を行うと

ともに、全社的なコンプライアンスを統括する機関として、取締役会

の下にコンプライアンス委員会を設置する。

③当社及び当社子会社は、役職員の遵守すべきコンプライアンス・マニ

ュアルを整備し、全役職員にコンプライアンス・マインドの定着と高

揚を図る。

④当社及び当社子会社は、社員等の相談・通報窓口として、通常の業務

ラインとは別に「コンプライアンスホットライン」を置き、日常の業

務においてコンプライアンスに係る問題等に気付いたときは相談でき

る体制をとる。また、その情報については秘密保持を厳守するととも

に、相談者には不利益な取扱いを行わない。
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⑤当社及び当社子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力とは一切の関わりを持たず、これら反社会的勢力からの不当な

要求に対しては断固拒絶し、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、

全社を挙げて毅然とした態度で対応する。

（３）財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は、財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に基づく内部統

制報告書の有効かつ適切な提出のため、当社の定める「財務報告の基

本方針」に従い、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、

その仕組が適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行

う。

（４）内部監査

　当社は、内部監査規程を定め、業務の実施部署から独立した内部監

査部門が、当社グループに関する実効性のある内部監査を実施する。

ロ. 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

①当社は、リスク管理体制を整備するため、リスク管理規程を定め、リス

ク管理に係る基本方針及び諸施策の決定等を行うとともに、リスク管理

担当役員を選任し、当社グループのリスク管理を統括する組織を設置し

て、リスク管理体制についての評価・指導を行う。

②当社グループの重要な投資等の個別案件については、職務権限規程及び

稟議規程に基づき、経営会議で審議後、社長の決裁を得る。さらに、法

令・定款及び案件の重要度に応じ、取締役会の承認を取得する。

③不測事態が発生した場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し､事

態の把握に努め、当社グループの損失を最小限にとどめるべく迅速な対

応を行う。

ハ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社は、経営方針・経営戦略等、当社グループの全役員・社員が共有す

る目標を定め、その浸透を図るとともに目標達成に向けて、各自が実施

すべき具体的な目標を定める。

②当社は、職務権限規程により、当社の機構及び職位並びにその指揮命令

の系列を定め、業務の適正な運営と効率化を図る。
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③当社は、業務の執行が効率的に行われることを確保するため、また、経

営の意思決定の迅速化を図るため経営会議を設置し、経営に関する最高

方針及び全社的重要事項について審議する。

ニ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①当社は、法令及び文書規程等に基づき、当社が保有する情報資産を適切

に保護するための必要な方策を定め、重要な会議の議事録・稟議書類

等、取締役の職務の執行に係る情報を含む重要な文書等は適切に保存し

かつ管理する。

②取締役及び監査役は、いつでもこれらの文書等を閲覧できるものとす

る。

ホ. 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

①当社は、当社子会社の業務執行者の自律的な経営を尊重する一方、事業

会社管理規程を定め、当社子会社における経営上の重要事項の決定を当

社の事前承認事項とすることを周知徹底する。

②当社は、定期的に事業会社の報告連絡会議を開催し情報交換を行い､当

社グループ全体の健全な発展を図る。

③当社執行役員及び社員が必要に応じて当社子会社の取締役、監査役及び

執行役員を兼任する。

④監査役は、監査役監査基準等に基づき、当社子会社に対して営業または

会計に関する報告を求め、業務及び財産の状況を調査する。

⑤内部監査部門は、定期的に当社子会社の内部監査を実施し、その結果を

取締役会等に報告する。

ヘ. 監査役への報告体制

①当社及び当社子会社の取締役及び使用人は定期的に職務の執行状況を監

査役に報告する。また、取締役及び使用人は、監査役に対して、法令が

定める事項のほか、財務及び事業に重大な影響を及ぼすおそれのある決

定の内容等をその都度直ちに報告する。

②当社及び当社子会社の役職員は、監査役に対して、当社及び当社子会社

に著しい損害を及ぼすおそれがある事実等を直接報告することができ

る。

③当社及び当社子会社は、監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の役

職員が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けること

を禁止し、その旨を就業規則に定め、役職員に周知徹底する。
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ト. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、当社及び当社子会社の

取締役及び使用人からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧す

ることができる。

②監査役は、代表取締役と協議を実施するとともに、会計監査人と緊密に

連携し、定期的に会合をもつなど意見及び情報交換を行い、内部監査部

門とも緊密な連携を保つ。

③取締役は監査役の監査に協力し、監査にかかる諸費用(訴訟、往査の費

用、外部専門家の活用にかかる費用等）については、必要に応じ予算を

措置する。

チ. 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合に関する事項、当該

使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確

保に関する事項

　監査役からの要請がある場合には、専属の使用人を配置して監査役の

命令下において監査業務が遂行できる体制を確保する。また、当該使用

人に係る人事異動、人事考課、懲戒処分については監査役と事前協議の

うえ実施するものとする。

(7) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は

次のとおりです。

①コーポレート・ガバナンスについて

　当社は、監査役出席のもと、定例取締役会を年12回、臨時取締役会を６

回開催し、活発な議論や意見交換を行い、取締役会の実効性を確保してお

ります。さらに、定例執行役員会を毎月開催し、執行役員の業務遂行状況

をチェックしております。また、社外取締役・監査役に対しては議案内容

の事前説明を行い、業務執行の意思決定の適正性、その監督の実効性を確

保しております。なお、当社のコーポレート・ガバナンスの状況の詳細に

ついては、当社開示の「コーポレート・ガバナンス報告書」をご参照くだ

さい。
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②コンプライアンス、リスク管理体制について

　当社は、コンプライアンス年度計画を策定し、年２回開催のコンプライ

アンス委員会においてその進捗状況を確認いたしました。また、社員に対

し、社内ネットワークを活用して、コンプライアンスにかかわる情報を適

宜提供するとともに、社員向けのコンプライアンス研修会の開催や、各種

講習会への参加を通じコンプライアンス意識の向上を図っております。

　また、当社は、リスク総括表及びリスク評価マニュアルに基づき、当社

グループにかかわる様々なリスクを管理しており、年２回開催のリスク管

理委員会で状況を確認いたしました。

③当社グループにおける業務の適正を確保するための体制について

　当社グループは、年４回事業会社報告会を開催し、情報交換を通じて予

算計画の進捗状況等を確認いたしました。また、当社子会社は事業運営に

おいては、重要な案件について、事業会社管理規程に則り、承認申請・報

告を行っております。さらに、内部監査室はグループ会社各社を定期的に

訪問し、内部監査を実施しております。

④監査役の職務の実効性確保について

　当社は、監査役会を設けており、原則月１回、計15回開催し、監査に関

する重要な決議や、監査の方針、監査計画の協議をいたしました。併せて

監査の実施状況について情報を共有するとともに、当社の内部統制の整

備、運用状況について、各種会議への出席、稟議書等の確認、また、関係

部署からのヒアリング等を通じて確認しております。

　また、会計監査人、内部監査室その他内部統制にかかわる関係部署と適

宜、意見交換を行うなど連携を図り、監査の実効性確保に努めておりま

す。
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

開 業 費
　

6,718

1,251

3,187

1,659

105

41

9

487

△25

9,055

6,475

4,427

917

797

14

318

306

2,273

1,969

354

△50

41

41
　

流 動 負 債 4,650

支払手形及び買掛金 2,678

短 期 借 入 金 1,216

リ ー ス 債 務 19

未 払 金 73

未 払 費 用 393

未 払 法 人 税 等 43

未 払 消 費 税 等 28

賞 与 引 当 金 71

そ の 他 126

固 定 負 債 5,350

長 期 借 入 金 3,899

リ ー ス 債 務 15

繰 延 税 金 負 債 216

再評価に係る繰延税金負債 8

退 職 給 付 に 係 る 負 債 474

長 期 未 払 金 3

長 期 預 り 保 証 金 439

資 産 除 去 債 務 287

そ の 他 6

負 債 合 計 10,001

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,493

資 本 金 2,045

資 本 剰 余 金 992

利 益 剰 余 金 2,503

自 己 株 式 △48

その他の包括利益累計額 320

その他有価証券評価差額金 301

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0

土地再評価差額金 19

純 資 産 合 計 5,813

資 産 合 計 15,815 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,815

連 結 貸 借 対 照 表
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(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 55,018

売 上 原 価 51,283

売 上 総 利 益 3,735

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,594

営 業 利 益 141

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 51

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0

そ の 他 16 68

営 業 外 費 用

支 払 利 息 25

そ の 他 10 36

経 常 利 益 173

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9

投 資 有 価 証 券 売 却 益 103 112

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 286

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 43

法 人 税 等 調 整 額 △21

当 期 純 利 益 264

親会社株主に帰属する当期純利益 264

連 結 損 益 計 算 書
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(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,037 983 2,333 △5 5,348

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△12 △12

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

2,037 983 2,321 △5 5,336

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8 8 17

連 結 範 囲 の 変 動 △4 △4

剰 余 金 の 配 当 △78 △78

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

264 264

自 己 株 式 の 取 得 △42 △42

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 8 8 181 △42 156

当 期 末 残 高 2,045 992 2,503 △48 5,493

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差　額　金

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 332 △0 19 351 5,699

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△12

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

332 △0 19 351 5,687

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 17

連 結 範 囲 の 変 動 △4

剰 余 金 の 配 当 △78

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

264

自 己 株 式 の 取 得 △42

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

△31 0 － △30 △30

当 期 変 動 額 合 計 △31 0 － △30 126

当 期 末 残 高 301 △0 19 320 5,813

連結株主資本等変動計算書
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　連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　　４社

㈱東市ロジスティクス、共同水産㈱、㈱キタショク、築地市川水産㈱

　当連結会計年度において、連結上の重要性が増したため、㈱キタショ

クを連結の範囲に含めております。また、業務効率化を目的に、㈱東市

ロジスティクスを存続会社とした㈱東市ロジスティクスと豊海東市冷蔵

㈱との合併を行っております。

非連結子会社　　　３社

築地企業㈱、東市築地水産貿易（上海）有限公司、㈱ひのか

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金等（持分に見合う額）は、いずれも連

結計算書類に与える影響は軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、連結の範囲から除いております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用会社　　　０社

　非連結子会社である築地企業㈱、東市築地水産貿易（上海）有限公司、

㈱ひのかは、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金等（持分に見

合う額）に与える影響は軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の範囲から除いております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち築地市川水産㈱の決算日は２月末日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用して

おります。ただし、３月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

連結決算末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

デリバティブ 時価法
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(ロ) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

原材料及び貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

②　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法

ただし、2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 20～49年

機械装置及び運搬具 15～20年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについて

は社内における利用可能期間（10年）に

基づいております。

リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額

を零とする定額法

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、売

上債権等を一般債権、貸倒懸念債権等に

分類し、各債権分類ごとの貸倒実績率等

により貸倒引当金を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給

見込額のうち当連結会計年度負担額を計

上しております。

④　収益及び費用の計上基準

　当社及び当社グループは水産物卸売業・冷蔵倉庫業・不動産賃貸業

を営んでおります。

　顧客との契約から生じる収益は、財又はサービスを顧客に移転した

時点で認識しております。
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　水産物卸売業では、水産物を中心とした鮮魚、冷凍品、塩冷加工品

の卸売業事業・加工販売を主としております。本人または代理人とし

て行う商品や製品の販売については、受渡時点において、顧客が当該

商品または製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断

していることから、商品または製品の引渡し時点で、収益を認識して

おります。また収益は顧客との契約において約束された対価からリベ

ート等を控除した金額で測定しております。取引の対価は履行義務を

充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれてお

りません。

　冷蔵倉庫業では、水産物を中心とした食品の冷蔵保管業務及びこれ

ら保管業務に付随するサービスを行っております。顧客からの要請に

応じ、冷蔵保管業務及びこれら保管業務に付随するサービスを提供し

た時点で、履行義務が充足していると判断し、収益を認識しておりま

す。冷蔵保管業務及びこれら保管業務に付随するサービスの対価は履

行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

まれておりません。

　冷蔵倉庫業及び不動産賃貸業のその他の収益については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る負債の計上基準 当社及び連結子会社は、退職給付に係

る負債及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。

繰延資産の処理の方法

開業費 開業費の償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以

下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約

束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと
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当連結会計年度

商品及び製品 1,659

通常の販売目的で保有する商品及び製品の収

益性の低下による簿価切下額
10

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、水産物卸売業における受託販売取引、帳合取引等の収入などに

つきましては、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しており

ましたが、これらは代理人取引にあたるため、収益を純額（手数料相当額）で

認識しております。また、従来は売上原価、販売費及び一般管理費に計上して

おりました、リベート及び販売促進費の一部等を売上高から控除しておりま

す。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな

会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益

剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「売掛金」として表示してお

ります。

　この結果、当連結会計年度の売上高は13,893百万円減少、売上原価は13,807

百万円減少、販売費及び一般管理費は86百万円減少、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益につきまして影響はありません。

　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連

結株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高は12百万円減少しておりま

す。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。

以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、

時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第

10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算

定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといた

しました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

　棚卸資産の評価

(1) 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,299百万円

東市築地水産貿易（上海）有限公司 19百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、棚卸資産の貸借対照表価額は主として個別法による原
価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によ
り算定しており、期末における正味売却価額が取得原価を下回っている場
合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。
　当該正味売却価額の算出方法については、見積売価から見積追加販売原
価等を控除した金額をもとに算出しております。
　また見積売価については、期末日に最も近い通常取引における実績売価
などにより算定しております。期末前後での販売実績がなく、販売実績に
基づく正味売却価額を算定することが困難な場合には、同種商品の販売実
績を勘案して正味売却価額を算定しているものがありますが、どのように
正味売却価額を算定するかには主観性を伴っております。
　正味売却価額の見積りには不確実性を伴うため、正味売却価額が想定よ
りも下回った場合には損失が発生する可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務

銀行借入保証

(3) 土地再評価法の適用

　当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）

及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公

布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用の土地の

再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

①　再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法の土地評価価額に合理的な調

整を加味して算出しております。

②　再評価を行った年月日　　　　　　　　2002年３月31日

５．連結損益計算書に関する注記

(1) 連結損益計算書

顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区
分して記載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結計
算書類「９．収益認識に関する注記(1)顧客との契約から生じる収益を分解
した情報」に記載しております。
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当 連 結 会 計 年 度

期 首 株 式 数 ( 千 株 )

当 連 結 会 計 年 度

増 加 株 式 数 ( 千 株 )

当 連 結 会 計 年 度

減 少 株 式 数 ( 千 株 )

当連結会計年度末株式

数 ( 千 株 )

発 行 済 株 式

普 通 株 式 2,247 6 － 2,253

合 計 2,247 6 － 2,253

自 己 株 式

普 通 株 式 3 20 － 23

合 計 3 20 － 23

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当
額 （ 円 ）

基 準 日 効力発生日

2021年6月29日
定時株主総会

普 通 株 式 78 35.00 2021年3月31日 2021年6月30日

（ 決 議 ） 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当
額 （ 円 ）

基 準 日 効力発生日

2022年6月28
日定時株主総
会 （ 予 定 ）

普 通 株 式 利益剰余金 78 35.00 2022年3月31日 2022年6月29日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式総数の増加は譲渡制限付株式の発行６千株によるも

のであります。

普通株式の自己株式の株式増加20千株は、取締役会決議による自己株式の

取得20千株及び単元未満株式の買取り０千株による増加であります。

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期

になるもの

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

（金融商品に対する取組方針）

　当社グループの資金調達については銀行借入金によっております。また、資

金の一部については、主に安全性の高い金融資産で運用しております。デリバ
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連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

投資有価証券 1,734 1,734 －

資　産　計 1,734 1,734 －

長期借入金 4,338 4,312 △26

負　債　計 4,338 4,312 △26

デリバティブ取引 △0 △0 －

ティブ取引は為替予約取引であり、将来の為替変動によるリスク回避を目的と

しており、投機的な取引は行っておりません。

（金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制）

　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに

関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の

与信状況をその都度、把握する体制をとっております。

　株式等である投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されていますが、取

締役会及び経営会議への報告等、個別リスク管理を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが3カ月以内の支払期

日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引にかかる資金調達であり、長期借

入金は主に設備投資にかかる資金調達です。変動金利の借入金はありません。

　デリバティブ取引は将来の外貨建金銭債権債務の為替変動リスクに対するヘ

ッジを目的とした先物為替予約取引等があり、職務権限規程等に定める決裁権

限に基づき実需の範囲で行うこととしております。また、デリバティブの利用

にあたっては信用リスクを軽減するために格付の高い金融機関とのみ取引を行

っております。

　また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されていますが、これらの管理

は業務部が適時に資金繰り計画を作成・更新して管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりです。

（単位：百万円）

（※１）１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めて表示しております。

（※２）「現金及び預金」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入

金（ただし、1年内返済予定の長期借入金を除く）」は現金であるこ

と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである

ことから、記載を省略しております。
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区   分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 234百万円

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,734 － － 1,734

デリバティブ取引

通貨関連 － △0 － △0

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 4,312 － 4,312

（※３）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」に含まれておりません。当

該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価

レベル２の時価：

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：

観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順

位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
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連結貸借対照表計上額 時   価

1,320百万円 1,774百万円

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市

場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しておりま

す。

デリバティブ取引

　為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。

長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信

用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、

レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では東京都において賃貸用マンション、賃貸商業

施設を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

注１ 連結貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額を控除した金額であ

ります。

注２ 当連結会計年度末の時価は主として「不動産鑑定評価基準」に基づき、自

社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）でありま

す。
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水産物卸売業 冷蔵倉庫業 不動産賃貸業 合　計

鮮　魚 25,409 － － 25,409

冷凍品 12,739 － － 12,739

塩冷加工品 10,406 － － 10,406

その他 5,142 785 － 5,928

顧客との契約から生じ

る収益
53,698 785 － 54,483

その他の収益 － 380 154 534

外部売上の売上高 53,698 1,166 154 55,018

(1) １株当たり純資産 2,607円22銭

(2) １株当たり当期純利益 117円84銭

９．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための

基本となる重要な事項（4）会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基

準」に記載しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情

報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．資産除去債務に関する注記

　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　当社は東京都中央卸売市場豊洲市場において、賃貸借契約を締結しており、

賃貸期間終了時に原状回復する義務を有しているため、契約等の義務に関して

資産除去債務を認識しております。

　また、一部の資産において、解体・撤去時に法令の定める特別な方法で処理

しなければならないアスベストが含まれているものがあり、当該処理費につい

て資産除去債務を認識しております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　資産除去債務の見積もりにあたり、賃貸借契約については使用見込期間は49

年、割引率は1.0％を採用しております。

　またアスベストが含まれているものについては、実際の廃棄等の処分に至っ
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期首残高 284百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円

時の経過による調整額 2百万円

資産除去債務の履行による減少額 －百万円

期末残高 287百万円

ていないものであり、合理的に見積もられた除去費用を資産除去債務として計

上しております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

12．追加情報

（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響としましては、ワクチン３回目の接種

が始まったものの新たな変異株の発生等により、その影響の規模や収束の時期

は不透明と判断しております。

　当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りにおい

て、新型コロナウイルス感染拡大の影響が2023年３月末まで一定程度継続して

いくものと仮定しております。

　そのため、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が仮定と異なった場合、翌

連結会計年度以降の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 渡 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 装 置

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

6,134

1,105

2,360

140

1,160

2

387

1,007

△30

8,712

5,743

4,092

815

515

319

285

2,683

1,919

202

461

40

100

△40
　

流 動 負 債 4,010

受 託 販 売 未 払 金 153

買 掛 金 2,245

短 期 借 入 金 1,073

未 払 費 用 304

未 払 法 人 税 等 27

賞 与 引 当 金 56

そ の 他 149

固 定 負 債 5,087

長 期 借 入 金 3,770

退 職 給 付 引 当 金 412

長 期 預 り 保 証 金 438

繰 延 税 金 負 債 161

資 産 除 去 債 務 287

そ の 他 16

負 債 合 計 9,097

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,426

資 本 金 2,045

資 本 剰 余 金 985

資 本 準 備 金 985

利 益 剰 余 金 2,442

その他利益剰余金 2,442

繰越利益剰余金 2,442

自 己 株 式 △48

評価・換算差額等 323

その他有価証券評価差額金 304

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0

土地再評価差額金 19

純 資 産 合 計 5,749

資 産 合 計 14,847 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,847

貸　借　対　照　表
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(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 46,096

売 上 原 価 43,120

売 上 総 利 益 2,975

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,971

営 業 利 益 4

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 60

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 9

そ の 他 11 82

営 業 外 費 用

支 払 利 息 24

そ の 他 3 28

経 常 利 益 58

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 103 103

税 引 前 当 期 純 利 益 161

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 22

法 人 税 等 調 整 額 0

当 期 純 利 益 138

損　益　計　算　書
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( 自　2021年４月１日
至　2022年３月31日 )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資　　　本

準　備　金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 2,037 977 2,395 △5 5,403

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

△12 △12

会計方針の変更を反
映した当期首残高

2,037 977 2,383 △5 5,391

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8 8 17

剰 余 金 の 配 当 △78 △78

当 期 純 利 益 138 138

自 己 株 式 の 取 得 △42 △42

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 8 8 59 △42 34

当 期 末 残 高 2,045 985 2,442 △48 5,426

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 333 △0 19 352 5,756

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

△12

会計方針の変更を反
映した当期首残高

333 △0 19 352 5,744

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 17

剰 余 金 の 配 当 △78

当 期 純 利 益 138

自 己 株 式 の 取 得 △42

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

△29 0 － △29 △29

当 期 変 動 額 合 計 △29 0 － △29 5

当 期 末 残 高 304 △0 19 323 5,749

株主資本等変動計算書
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
デリバティブ 時価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切り下げの方法により
算定）

原材料及び貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切り下げの方法により
算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりでありま
す。
建　　物 20～49年
機械及び装置 10～20年

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては社
内における利用可能期間（10年）に基づいて
おります。

リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額を零
とする定額法

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、売上債

権等を一般債権、貸倒懸念債権等に分類し、
各債権分類ごとの貸倒実績率等により貸倒引
当金を計上しております。
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賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込

額のうち当事業年度負担額を計上しておりま

す。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務に基づいて算定した

額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社は水産物卸売業・冷蔵倉庫業・不動産賃貸業を営んでおります。
　顧客との契約から生じる収益は、財又はサービスを顧客に移転した時
点で認識しております。
　水産物卸売業では、水産物を中心とした鮮魚、冷凍品、塩冷加工品の
卸売業事業を主としております。本人または代理人として行う商品また
は製品の販売については、受渡時点において、顧客が当該商品または製
品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることか
ら、商品の引渡し時点で、収益を認識しております。また収益は顧客と
の契約において約束された対価からリベート等を控除した金額で測定し
ております。取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領して
おり、重要な金融要素は含まれておりません。
　冷蔵倉庫業及び不動産賃貸業のその他の収益については、通常の賃貸
借取引に準じた会計処理によっております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以

下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束し

た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換

に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、水産物卸売業における受託販売取引、帳合取引等の収入などに

つきましては、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しており

ましたが、これらは代理人取引にあたるため、収益を純額（手数料相当額）で

認識しております。また、従来は売上原価、販売費及び一般管理費に計上して

おりました、リベート及び販売促進費の一部等を売上高から控除しておりま

す。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計

方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に

加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当事業年度の売上高は13,441百万円減少、売上原価は13,355百万

円減少、販売費及び一般管理費は86百万円減少、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益につきまして影響はありません。

　当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資

本等変動計算書の利益剰余金の期首残高は12百万円減少しております。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。

以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価

算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　

2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしまし

た。なお、計算書類に与える影響はありません。
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当事業年度

商品及び製品 1,160

通常の販売目的で保有する商品及び製品の主

益性の低下による簿価切下額
10

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,843百万円

(2) 保証債務

　　銀行借入保証

163百万円

　　　共同水産株式会社 144百万円

　　　東市築地水産貿易（上海）有限公司 19百万円

(3) 関係会社に対する短期金銭債権 1,234百万円

(4) 関係会社に対する短期金銭債務 139百万円

(5) 関係会社に対する長期金銭債務 16百万円

３．会計上の見積りに関する注記

　棚卸資産の評価

(1) 当事業年度に係る計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記　棚卸資産の評価」に記

載した内容と同一であります。

４．貸借対照表に関する注記

(6) 土地再評価法の適用

　当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）

及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公

布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用の土地の

再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

　①再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法の土地評価価額に合理

的な調整を加味して算出しております。

　②再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　2002年３月31日
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(1) 関係会社との取引高 売上高 4,517百万円

仕入高 1,985百万円

営業取引以外の取引高 ９百万円

当 事 業 年 度 期 首

株 式 数 ( 千 株 )

当 事 業 年 度 中

増加株式数 (千株 )

当 事 業 年 度 中

減少株式数 (千株 )

当事業年度末株

式 数 ( 千 株 )

普 通 株 式 3 20 － 23

合 計 3 20 － 23

繰延税金資産

貸倒引当金 21百万円

賞与引当金 17百万円

退職給付引当金 126百万円

減損損失 35百万円

有価証券等評価損等 43百万円

繰越欠損金 131百万円

その他 29百万円

繰延税金資産小計 404百万円

評価性引当額 △334百万円

繰延税金資産合計 69百万円

有価証券評価差額金 157百万円

資産除去債務 74百万円

繰延税金負債合計 231百万円

５．損益計算書に関する注記

(2) 売上原価には収益性の低下に伴う棚卸資産評価損10百万円が含まれており

ます。

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式増加20千株は、取締役会決議による自己株式の

取得20千株及び単元未満株式の買い取りによる増加であります。

７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因

(2) 繰延税金負債の発生の主な原因
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属 性 会社名
議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取引金額 科 目
期末
残高

 子会社
㈱東市ロジステ

ィクス

 所有

直接100％

商品の保管、不
動 産 賃 貸 、
融 資 、
役 員 の 兼 任

百万円 百万円

資金の貸付(注１) 10 短期貸付金 109

関 係 会 社
長期貸付金

100

 子会社 共同水産㈱
 所有

直接100％
商 品 の 売 買 、
融 資 、
役 員 の 兼 任

百万円 百万円

資金の貸付(注１) △46 短期貸付金 251

債 務 保 証 ( 注 ２ ) 144

 子会社 ㈱キタショク
 所有

直接100％
商 品 の 売 買 、
融 資 、
役 員 の 兼 任

百万円 百万円

資金の貸付(注１) △37 短期貸付金 118

関 係 会 社
長期貸付金

361

 子会社 築地市川水産㈱
 所有

間接100％
商 品 の 売 買 、
融 資 、
役 員 の 兼 任

百万円 百万円

資金の貸付(注１) △18 短期貸付金 493

(1) １株当たり純資産 2,578円55銭

(2) １株当たり当期純利益 61円61銭

８．関連当事者との取引に関する注記

　 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の貸付は、市場金利を勘案して決定しており、短期の貸付について

は純額で表示しております。なお、担保は受け入れておりません。

（注２）共同水産㈱の借入金及び売買取引に対して債務保証を行ったものです。

９．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記

表「９．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省

略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．資産除去債務に関する注記

　　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　当社は東京都中央卸売市場豊洲市場において、賃貸借契約を締結しており、

賃貸期間終了時に原状回復する義務を有しているため、契約等の義務に関して

資産除去債務を認識しております。
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期首残高 284百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円

時の経過による調整額 2百万円

資産除去債務の履行による減少額 －百万円

期末残高 287百万円

　また、一部の資産において、解体・撤去時に法令の定める特別な方法で処理

しなければならないアスベストが含まれているものがあり、当該処理費につい

て資産除去債務を認識しております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　資産除去債務の見積もりにあたり、賃貸借契約については使用見込期間は49

年、割引率は1.0％を採用しております。

　またアスベストが含まれているものについては、実際の廃棄等の処分に至っ

ていないものであり、合理的に見積もられた除去費用を資産除去債務として計

上しております。

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

12．追加情報

（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響としましては、ワクチン３回目の接種

が始まったものの新たな変異株の発生等により、その影響の規模や収束の時期

は不透明と判断しております。

　当社では、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りにおいて、新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響が2023年３月末まで一定程度継続していくものと

仮定しております。

　そのため、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が仮定と異なった場合、翌

事業年度以降の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。
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指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鳥 羽 正 浩
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 谷 川 宗

独立監査人の監査報告書

2 0 2 2 年 ５ 月 2 0 日
築 地 魚 市 場 株 式 会 社

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東　京　事　務　所

　

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、築地魚市場株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、築地魚市場株式会社及び連結子会社

からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する

ものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
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見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな

い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算

書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鳥 羽 正 浩
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 谷 川 宗

独立監査人の監査報告書

2 0 2 2 年 ５ 月 2 0 日
築 地 魚 市 場 株 式 会 社

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東　京　事　務　所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、築地魚市場

株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第74期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査

を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。

監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第74期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か
らなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に
違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

常 勤 監 査 役 伊 藤 　 隆 ㊞
社 外 監 査 役 室 谷 和 彦 ㊞
社 外 監 査 役 長 沼 　 徹 ㊞

2022年５月24日

築 地 魚 市 場 株 式 会 社 　 監 査 役 会

　

以　上
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事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年６月

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

みずほ信託銀行株式会社

問 合 せ 先 〒168－8507

東京都杉並区和泉二丁目８番４号

（証券代行事務センター）

みずほ信託銀行株式会社

電話　0120－288－324（フリーダイヤル）

公 告 掲 載 方 法 電子公告（https://www.tsukiji-uoichiba.co.jp/）

ただし、事故その他やむを得ない事情によって電

子公告による公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載して行います。

株式事務の取扱い

○株式に関する各種お手続き（住所変更、単元未満株式の買取請求、配当

金受領方法の指定、マイナンバーのお届け等）は、株主様が口座を開設

されている証券会社にてお取扱いしております。詳しくは、お取引証券

会社にお問合せください。

○証券会社に口座を開設されていない株主様の株式につきましては、「特

別口座」で管理されております。「特別口座」に関する各種お手続き

（証券会社の口座への振替、住所変更、単元未満株式の買取請求、配当

金受領方法の指定、マイナンバーのお届け等）は、みずほ信託銀行にて

お取扱いいたします。

○未払配当金のお受取りにつきましては、みずほ信託銀行、みずほ銀行に

てお取扱いいたします。

株　主　メ　モ


